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一般社団法人宮崎県産業資源循環協会 青年部会則 
 
 （名 称） 
第１条 本部会は、一般社団法人宮崎県産業資源循環協会青年部会と称す。 
 
 （事務局） 
第２条 本部会の事務局は、協会事務所内に置く。 
 
 （目 的） 
第３条 本部会は、部下員相互の融和と親睦を図り、産業廃棄物業界の次代を担う若手

人材の育成及び知識と教養を高め、若い力により協会の目的達成に寄与する。  
 
 （事 業） 
第４条 本部会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 
（１） 産業廃棄物の適正処理及び再資源化等に関する情報収集と技術の開発及び調査 

研究 
（２） 部会員相互の研鑽、親睦を図るための研修会・見学会・福利厚生費等の事業及

び諸団体等との交流に関すること。 
（３） 協会の事業活動に対する協力支援 
（４） 公益社団法人全国産業資源循環連合会青年部協議会からの情報等の受託事業 
（５） その他、本部会の目的を達成するための事業 
 
 （部会員） 
第５条 部会員は、本会の目的、趣旨に賛同する者で、次に掲げる者とする。 
（１） 本人の所属する企業が協会の正会員で年齢が５０歳以下の青年男女 
（２） 本人が会員企業の経営者又は事業後継者、及びその企業の推薦する幹部職員 
（３） 各会員企業１社当り２名までとする。 
 
 （入会・退会） 
第６条 入会を希望する者は、所定の申込書を部会長に提出し、役員会の承認を得なけ 
ればならない。 

２ 部会員が前条の条件を充たさなくなったときは、会員資格を喪失する。 
３ 部下員は、退会届を提出して退会することができる。（退会届は３０日前に部会長 
に提出すること） 
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 （役 員） 
第７条 本部会に次の役員を置く。 
（１） 部 会 長  １名 
（２） 副部会長  ２名以内とする。 
（３） 幹  事  若干名 
（４） 会  計  １名 
（５） 監  事  １名 
（６） 本会に年齢４５歳以上、５０歳以下の部会員の中から顧問及び相談役を置くこ

とができる。 
 
 （役員の選任及び任期） 
第８条 役員の選任及び任期は各号のとおりとする。 
（１） 幹事及び監事は本部会総会において部下員の中から選任する。 
（２） 部会長、副部会長は幹事の互選とする。 
（３） 役員の任期は２年とし、再任は妨げない。但し、任期中に財政期間が終了して

も任期満了まで在籍するものとする。 
（４） 会計は部会長が指名選任する。 
（５） 補欠により就任した役員の任期は、前任者の残任期間とする。 
（６） 役員の選任は協会長に報告するものとする。 
 
 （役員の職務） 
第９条 部会長は本会を代表し、業務を統括する。 
２ 副部会長は部会長を補佐し、部会長に事故あるときは又は欠けたときは、その職務 
を代行する。 

３ 幹事は常時部会長の職務を補佐し、本会の重要事項を審議する。 
４ 会計は本会の資産及び経費の管理、部会費の徴収等を行い、収支決算書の作成及び

提出を行う。 
５ 監事は本会の資産及び経費の状況を監査し、総会において報告する。 
 
 （会 議） 
第 10 条 通常総会は、毎年度１回、臨時総会は部会長が必要と認めた時に開催する。 
２ 総会は部会長が招集し、部会長を議長とする。 
３ 役員会は必要の都度、部会長が招集し部会長を議長する。 
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 （会 費） 
第 11 条 本部会は、その事業を行うため、必要があるときは会費を徴収することがで

きる。 
２ 会費の額、徴収時期等必要な事項は総会において定める。 
３ 徴収する場合は、協会の理事会に報告しなければならない。 
４ 既納の会費及びその他の拠出金は返還しない。 
 
 （事業年度） 
第 12 条 本部会の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 
 
 （委 任） 
第 13 条 この会則の施行について必要な事項は、役員会の議決を経て部会長が別に定

める。 
 
 （報 告） 
第 14 条 部会長は、部会が実施する業務について必要に応じ、その経過及び結果を協

会長に報告するものとする。 
 
 （雑 則） 
第 15 条 この会則の定めによる他は、協会の定款に準じて行うものとする。 
 
  附 則 
１ この会則は、平成１５年７月１６日より施行する。 
２ 本部会の会則は、総会の決議をもって改定することができる。 
３ 本部会の設立総会において選任された役員の任期は第 8 条の規定にかかわらず、設

立日から平成１７年３月３１日迄とする。 
４ 本部会設立当初の総会は設立総会をもってこれに代える。 
５ 本部会設立当初の事業年度は第１２条の規定にかかわらず、設立日から平成１６年

３月３１日までとする。 
６ この会則は、平成２５年６月２１日より施行する。 
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